
【熊本市】 2026年3月、福島第一原発事故か

ら15年。「2026さようなら原発3.11くまもと

集会実行委員会」が主催する集会で、新潟国

際情報大学の佐々木寛教授（市民連合新潟共

同代表）が登壇した。新潟からリモートで結

ばれた画面越しに、佐々木教授は「福島を忘

れない、その想いを15年続けてきた熊本の皆

さんに敬意を表したい」と切り出した。

約100枚のスライドを駆使して語られたのは、

原発、戦争、そして私たちの暮らしがどうつ

ながっているかという、驚くほど身近で、か

つグローバルな視点だった。

■ 「ポリクライシス（複合危機）」の時代を

生きる

佐々木教授は、現代を「ポリクライシス

（複合危機）」の時代と定義する。気候変動、

戦争、そして原発回帰。一見バラバラに見え

るこれらの問題の背後には、常に「エネル

ギー（化石燃料や核）」を巡る帝国主義的な

論理が潜んでいると指摘した。「今、日本は

『戦争ができる国』から『戦争をする国』へ

変貌しようとしています。軍事費の拡大と原

発推進がセットで進むなか、私たちは自分た

ちの安全を国任せにしていいのでしょう

か？」特に強調されたのは、**「政府は必ず

しも国民を本気で守るわけではない」**とい

う、能登半島地震や各地の災害から得た厳し

い教訓だ。

■「お任せ民主主義」からの脱却

「原発型政治は、東京中心、国家中心の無

責任体系です」と佐々木教授は断じる。新潟

県・柏崎刈羽原発を巡る知事の判断や、利益

誘導型の政治構造を批判しつつ、その解決策

として提示されたのが「エネルギー・デモク

ラシー（エネルギーの民主主義）」だ。「九

州電力から電気を買うのをやめるだけで、革

命は起きます」この刺激的な言葉の真意は、

市民が自立し、自分たちで使うエネルギーを

自分たちで選ぶことにある。佐々木教授自身

も新潟で「おらって（私たち）新潟市民エネ

ルギー」を立ち上げ、屋根上太陽光などで地

域経済を回す実践を続けている。

■未来は「ワクワク」のなかにある

特に注目したいのは、後半に語られた海外

の事例だ。デンマークやオーストラリアの自

治体では、地域が主体となって再エネを100%

化し、その利益を福祉や教育に還元している。

そこには「国家に頼らなければ生きていけな

い」という諦めではなく、**「自分たちで地

域を運営する」**というワクワクするような

自治の姿があった。「若者に残すべきは原発

ではなく、自分たちで生きていくための手段

（エネルギー、食、ケア）を地域で作る知恵

です」佐々木教授は、広島、長崎、沖縄、水

俣、そして福島をつなぐ運動の重要性を説き、

最後は「東アジア自然エネルギー共同体」と

いう、エネルギーを通じた平和構築の夢を語

り、1時間の講演を締めくくった。
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「忘れない」を未来へのエネルギーに！
さようなら原発３．１１熊本集会報告】

佐々木寛教授が語る、福島・水俣からつながる
「平和と自治」の新しいカタチ



【記者の目】
「平和」を家庭のテーブルへ

「平和」や「脱原発」と聞くと、どこか遠い

政治の話に聞こえるかもしれない。しかし、

佐々木教授の話は、今日私たちが選ぶ電

力会社や、地域で出す声がいかに未来に

直結しているかを教えてくれた。子育て

世代にとっての「安全」は、国が守ってく

れる数字ではなく、私たちが地域で育む

信頼関係と、自立したエネルギーのなか

にある。熊本から福島へ、そして世界へ。

そのバトンは今、私たちの手の中にある。

( 編集後記：次世代へのメッセージ) 

今回の講演で示された「地域分散型社

会」は、子育て環境の充実にも直結し

ます。エネルギーの地産地消で浮いた

お金が、地域の教育や給食無償化に使

われる。そんな未来を、ここ熊本から

一緒に描いてみませんか？
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詳細な講演内容を

近日YouTubeで公開予定です。
編集が終わった回から公開していきます。

今しばらくお待ちください。

エネルギー・デモクラシー：エネ
ルギーの供給源を市民がコント
ロールし、民主的に決定すること。

地域循環共生圏：各地域が自立し
つつ、互いに足りないものを補い
合う、環境省も推奨する持続可能
な社会モデル。

１００枚を超える
説明シートは圧巻！
世界情勢から地域経済まで
私たちの運動の方向性を
示してくださいます

専門：国際政治学、平和研究、現代政治理論
所属：新潟国際情報大学 国際学部 教授

市民参加型政治や「エネルギー・デモ
クラシー」の実践で全国的に知られる
研究者です。
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